
第１０回 ＯＫＢアグリビジネス助成金 募集要項 

主 催：ＯＫＢ大垣共立銀行 

 

１．趣 旨 

将来のアグリビジネスの担い手を育成する高校や実用性の高い研究を行う大学などの研究者、アグリ

ビジネスに係る実用化の可能性が高い商品・サービスの開発ニーズを持つ事業者に対し研究費用を助成

することで、地域のアグリビジネスの成長・発展に寄与します。 

 

２．対象者  

【高校部門】【大学部門】【事業者部門】に分けて募集を行います。なお、申請にあたり大垣共立銀行と

の取引の有無は問いません。 

 

【高校部門】 

対  象 
特徴的な取組・研究を行う、岐阜県・愛知県・三重県・滋賀県内の農林水産関係の 

課程を有する高校 

資 金 使 途 将来のアグリビジネスの担い手を育成するために特徴的な取組・研究を行う費用 

申 請 者 高校の担当教員による申請 
  

【大学部門】 

対  象 
岐阜県・愛知県・三重県・滋賀県内の大学（短大含む）もしくは公設試験研究機関に

所属し、アグリビジネスに関する研究を行う研究者の方 

資 金 使 途 

実用化の可能性が高いアグリビジネスに関する研究を行うための費用 

岐阜県・愛知県・三重県・滋賀県内の事業者との共同／受託研究費用 

「地域資源の活用（注 1）」に対する新しい取組にかかる研究を行う費用 

申 請 者 研究者単独、もしくは事業者と研究者の共同申請 
 

【事業者部門】 

対  象 
アグリビジネスに取り組んでいる岐阜県・愛知県・三重県・滋賀県内の中小事業者  

（注 2）及び NPO法人 

資 金 使 途 

実用化の可能性が高いアグリビジネスに関する研究を行うための費用 

岐阜県・愛知県・三重県・滋賀県内の大学（短大含む）及び公設試験研究機関との   

共同／受託研究費用 

「地域資源の活用（注 1）」に対する新しい取組にかかる研究を行う費用 

申 請 者 事業者単独、もしくは事業者と研究者の共同申請 

 
※申請者当たりの申請数に上限はありませんが、助成金が支給されるのは申請者毎に 1件です 

（注1） 地域の強みとなりうる農林水産物、産地の技術、観光資源等の地域資源を活用して商品・サービスの開発、生産 

等を行い、需要の開拓を行うこと 
（注2） 中小企業基本法第 2 条にて以下のとおり定義されています 

業種分類 中小企業基本法の定義 

製造業その他 資本金の額又は出資の総額が 3 億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 300人以下の会社及び個人 

卸売業 資本金の額又は出資の総額が 1 億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100人以下の会社及び個人 

小売業 資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人 

サービス業 資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人 
 
【参考：本助成金におけるアグリビジネスの定義】 

単に農業だけではなく「農林漁業」の第1次産業、種苗・肥料・農薬・農機具・ビニールハウスなどの    

生産資材製造販売、肉製品・乳製品・缶詰・冷凍食品などの食品加工、卸・小売・スーパーなどの食品    

流通、飲食店に至るまで、第１次産業及びそれに密接に関連する農林水産物の生産から消費までを担う産

業全般とします。 

 



 

３．加点項目 

  本助成金は地域のアグリビジネスの成長・発展への寄与を目的としたものであり、その中でも特に 

下記の３項目に取り組む申請者を支援すべく、加点項目に該当する研究については選考の中で一定の 

加点を行います。 

加点項目 対象部門 研究内容 

SDGs 

高校部門 

大学部門 

事業者部門 

地域の SDGs達成に資する研究 

※申請書に該当する SDGsのゴールを記載してください。 

共同研究 
大学部門 

事業者部門 

岐阜県・愛知県・三重県・滋賀県内の大学（短大含む）もしくは公設試験

研究機関と事業者とのアグリビジネスに係る共同／受託研究 

※ 2022年 4月 1日以降に共同／受託研究契約を締結、もしくは今後数ヵ

月を目処に共同／受託研究契約を締結する先を対象とします。 

※ 当該研究機関／事業者との共同申請が必要です。 

６次産業化 事業者部門 
６次産業化・地産地消法に基づき、総合化事業計画及び研究開発・成果利

用計画の認定を受けている事業者（注 3）による研究 

（注 3）６次産業化・地産地消法に基づく認定は、募集期間内に行われたものも対象とします 

 

４．助成金額／助成率 

研究毎の助成金額及び助成率は下表の通りです。１研究当たりの助成金額は３０万円が上限です。

なお、個別の助成金額は最終的に「ＯＫＢアグリビジネス助成金選考委員会」（注 4）において決定します。 

 【高校部門】 【大学部門】 【事業者部門】 

助成金額上限 30万円 

助成率上限 研究経費の 100％ 研究経費の 100％ 研究経費の 80％ 

目安採択件数 6件程度 2件程度 2件程度 
 

※申請される研究金額に上限はございません。 
※助成金額は申請状況に応じて最終的に「ＯＫＢアグリビジネス助成金選考委員会」にて決定するため、ご希望の    
金額を助成できない可能性があります。あらかじめご了承ください。 

 

（注 4）大垣共立銀行、大垣共立銀行グループのシンクタンクである株式会社 ＯＫＢ総研、農林水産・食品産業分野で

産学官連携を支援するＮＰＯ法人 東海地域生物系先端技術研究会の各メンバーで組織されています 

 

５．申請方法 

第１０回ＯＫＢアグリビジネス助成金申込書（【高校部門用】【大学部門用】【事業者部門用】いずれか）

に必要事項を記入し、必要書類を添えてＯＫＢアグリビジネス助成金事務局へ送付してください。 

◎助成金申込書ダウンロードはこちら 

 https://www.okb.co.jp/company/management/agribusiness-support.html 

 

６．申請期限   

２０２３年６月９日（金）〔期限日必着〕 ※直接持参不可 

 

 
 
 
 
 
 



 

７．提出方法 

 

 

 ・電子メールにて提出してください。 

 ・電子メールのタイトルは「第１０回ＯＫＢアグリビジネス助成金申込書」としてください。 

 ・データ容量が大きい場合（合計 10MB 以上）、受領できない可能性がありますので、分割、     

もしくは各種クラウドサービスで送付してください。 

 

８．スケジュール（予定） 

６月９日（金） 募集締切 

６月中旬 事務局による一次選考 

６月下旬 選考委員会による最終選考 

８月以降 記念イベント 

 

９．注意事項 

・助成金の贈呈が決定された方は、大垣共立銀行ＨＰで団体名、研究課題を公表します。また、８月   

以降に開催する記念イベントにご出席いただきます。記念イベントにおいては研究内容を動画   

で発表していただくことを想定しております。 

・ご提出いただいたデータにつきましては選考結果に関わらず返却しません。 

・選考結果及び選考理由に関するご質問には応じかねますのでご了承ください。 

・反社会的勢力等からの申請は一切受け付けません。万一、助成先に決定した後に反社会的勢力等で

あることが発覚した場合は、助成先としての選出を取り下げ、助成金の返還を請求します。 

・研究終了後、速やかに成果報告書及び研究費用の証憑資料をご提出いただきます。研究が終了して

いない場合は２０２４年２月末までに中間報告書をご提出いただきます。 

・助成金が適正に使用されていないことが判明した場合、本助成金を返還していただきます。 

・ 助成金を受けた研究開発を通じて生じた特許権、実用新案権等の知的財産権などの取扱については、

申請者と共同申請者との共同研究契約等の規定に沿うものとします。この際、知的財産、営業秘密

及びノウハウ等の法的保護については、申請者の責任において対策を講じてください。 

・申請者の個人情報及び申請内容に関する情報は、大垣共立銀行及び「ＯＫＢアグリビジネス助成金

選考委員会」で申請者への各種連絡や選考等、本制度の運営にのみ使用します。 

・助成金申込後の連絡は、申込書をお送りいただいたメールアドレス宛にいたしますので、アドレス

の変更等がございましたら、事務局にご連絡ください。 

 

１０．ＯＫＢアグリビジネス助成金事務局（お問い合わせ先、助成金申込書提出先） 

 

ＯＫＢ大垣共立銀行 法人営業部 アグリビジネスサポートデスク （担当：吉川・三輪・北田） 
 
電話番号：０５８４－７４－２１９６ 
電子メール:liaison@okb.co.jp 

 

以 上 

提出先：ＯＫＢ大垣共立銀行 法人営業部 アグリビジネスサポートデスク 

liaison@okb.co.jp 

 


